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地域における中間支援組織の自律的な運営

○地域運営組織数（RMO）は毎年増加しているものの、RMOが形成されている市区町村数の増加はわずかとなっていることから、同一市
区町村においてRMOが増加していると考えられる。
○中国地方の日本海側や東北地方、四国地方や九州地方の太平洋側といった都心部からの遠隔地が高い水準となっている。

〇地域運営組織(RMO)数と
 RMOが形成されている市区町村数の推移

〇都道府県別
 人口10万人あたりのRMO数

〇都道府県別人口増減率と人口10万人あたりのRMO数散布図
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（出所）総務省「令和７年度市区町村別地域運営組織数」、E-Stat掲載の｢都道府県別総人口｣をもとに国政局作成
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地域運営における”静かな危機”①

〇都道府県別一般行政職員数の増減
 (令和2年から令和6年まで)

〇都道府県別人口1,000人あたりの職員数

減少

増加

～1

1～3

3～

○都道府県別に一般行政職員数を令和２年と令和６年とで比較すると、減少しているのは14道府県のみとなっており、その他の都府県で
は増加している。
○一方で、都道府県別人口1,000人あたりの職員数は、職員数が減少している府県で１未満を示している府県はなく、埼玉県、神奈川県、
大阪府と人口規模の大きな府県に関しては職員数が増加しているものの、1,000人あたりの職員数は１未満を示す。

（出所）総務省「地方公共団体定員管理調査」、E-Stat掲載の｢都道府県別総人口｣をもとに国政局作成
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地域運営における”静かな危機”②

○全国の卸売業、小売業従業者数の推移は、平成19年を境に回復傾向にあったものの、平成26年から再度減少傾向となっている。
○都道府県別卸売業、小売業従業者数は、全体的に減少傾向にあるものの、大都市圏近郊や観光産業が盛んな都道府県については、減
少幅が縮小したり、増加傾向に転じている。特に東京都は顕著な増加傾向が見られ、地方部では横ばいもしくは減少幅が拡大している。
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（出所）経済産業省「商業統計調査」、総務省・経済産業省「経
済センサス‐活動調査」をもとに国政局作成

〇全国の卸売業、小売業従業者数推移
 (平成6年から令和3年まで)

〇都道府県別卸売業、小売業従業者数の増減
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▲10％～▲20％

▲9％～0

0～9％

○平成６年から平成19年までの増減と比較し、平成19年から令和３年までの増減を都道府県別で見ると、大幅な減少が読み取れる府県は
少なくなり、増加に転じたまたは増加が続いている都府県が増えている。
○一方で、青森県、群馬県、奈良県、鳥取県、大分県は減少幅が拡大しており、大都市圏からのアクセス等が要因と考えられるが、各県の
自治体ごとのデータがあれば今後そのデータから読み解いていく必要がある。

地域運営における”静かな危機”②
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（出典）経済産業省「商業統計調査」、総務省・経済
産業省「経済センサス‐活動調査」をもとに国政局
作成

〇都道府県別卸売業、小売業従業者数の増減
 (平成6年から平成19年まで)

〇都道府県別卸売業、小売業従業者数の増減
 (平成19年から令和3年まで)



純輸入額
6092億ドル
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我が国の国際競争力について

50,183
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各国の平均年収（購買力調整）
（USD/PPP）

○一人当たり名目GDPはこの25年間で38位まで下落し、平均年収もOECD加盟国中25位と相対的に低い状況。こうした中、例えば農

産物について、我が国は2000年当時プライスメーカー的な地位であったが、中国等の輸入増加等により近年はその地位が低下。

純輸入額
1391億ドル

農産物純輸入額の国別割合

日本
345億（25％）

ドイツ
103億（７％）

イギリス
91億（７％）

韓国
68億（５％）イタリア

61億（４％）

中国
1244億（20％）

日本
518億（９％）

イギリス
501億（８％）

アメリカ
400億（７％）韓国

260億（４％）

一人あたり名目GDP（USD）

【2000年】 【2024年】

２：OECD Date Explorer、FAOから作成
３：農産物純輸入額は、純輸入額がプラスのものを対象に集計

2000 2025

順位 国名
一人当たり

GDP
順位 国名

一人当たり
GDP

1 リヒテンシュタイン 82744 1 リヒテンシュタイン 217928

2 ルクセンブルク 48984 2 ルクセンブルク 148247

3 日本 39757 3 アイルランド 130652

4 スイス 39417 4 スイス 115620

5 ノルウェー 37909 5 シンガポール 99365

6 米国 36313 6 アイスランド 99071

7 アイスランド 32755 7 ノルウェー 94468

8 UAE 32496 8 米国 89991

9 デンマーク 30777 9 デンマーク 77046

10 カタール 30461 10 マカオ 74465

11 スウェーデン 29597 11 オランダ 73833

12 英国 28441 12 カタール 69680

13 バハマ 26601 13 オーストラリア 66352

14 オランダ 26339 14 サンマリノ 65543

15 アイルランド 26187 15 オーストリア 63161

16 香港 25574 16 スウェーデン 62662

17 オーストリア 24498 17 ベルギー 61002

18 フィンランド 24370 18 ドイツ 60439

19 カナダ 24297 19 イスラエル 60335

20 ドイツ 24158 20 英国 57608

・・ ・・ ・・ ・・ ・・ ・・

・・ ・・ ・・ 38 日本 35973

１：IMF Economic Outlookから作成



6

航路と産業（航空）

○国内貨物の背後圏について、出発地、届先地ともに空港所在地を軸に近隣の府県との移動が読み取れるが、着空港の背後圏において、
中部、大阪、関西空港のいずれの着県にも滋賀県があり、広く経済圏とのつながりを持ち、産業が成り立っていることが推測できる。
○国際貨物の背後圏について、成田、福岡空港の最上位はいずれも空港所在地ではない県となっている。特に成田空港は、県境が接して
いない静岡県が最上位となっており、以下も同様の県が多数あることから、成田をハブに他空港へのさらなる空輸にてつながりが形成され
ていることが推測できる。

○主要空港における国際貨物の背後圏

○主要空港における国内貨物の背後圏

（出典）国土交通省「全国貨物純流動調査(物流センサス)」(令和３年調査)より引用



○国内貨物の背後圏について、ほとんどの港湾で自都府県が出発地または届先地のいずれかに上位で入っているが、舞鶴港のみどちら
にも自府が上位に入っていない。舞鶴港へのアクセスについてデータを分析し、広域的なつながりを見出せると良いか。
○海外輸出貨物についてはいずれの港湾も自都府県からの荷物が最上位を占めている。

航路と産業（海運）

○主要港湾における海外輸出コンテナ貨物の背後圏

○主要港湾における国内貨物の背後圏

（出典）国土交通省「全国貨物純流動調査(物流センサス)」(令和３年調査)より引用 7



○各都道府県別に、人口の増減を日本人及び外国人、かつ自然増減、転入超過、入国超過の要因別に分割すると、いずれの県においても

日本人は自然減となっており、外国人の入国超過がプラスとなっている。

○日本人の転入超過となっているのは、東京圏（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県）、大阪府、福岡県のみとなっているが、埼玉県、千葉

県、神奈川県では日本人の自然減が大きく上回り、東京都でも両者（日本人の転入超過と日本人の自然減）がほぼ相殺される形となってい

る。

（備考）総務省「人口推計」を基に、国土政策局にて作成
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日本籍、外国籍人口の社会増減（2023年～2024年）
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日本籍、外国籍人口の社会増減

○世界の総人口は約82億3200万人となっており、前年より約１億1300万人の増加となっている。
 そのうち、日本の人口は約１億2310万人で、世界で12位となっている。
○総人口が多い国であっても合計特殊出生率は他国と大差なく、顕著な関連はない。
○日本は65歳以上の人口の割合が約30％と世界で最も多い国となっている一方、15歳未満の人口の割合は約11％と少なく、少子高    

齢化となっている。
○65歳以上の人口の割合が多い国ほど、15歳未満の人口の割合が少ない傾向がある。
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MEMORVA 年齢層別人口世界ランキング、国別順位2025年UNFPA より作成
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世界の都市総合力ランキング/日本国内の都市間比較

総合力
順位

昨年
順位

都市
経済
分野
順位

1 1（→） ロンドン 2

2 3（ ↑ ） 東京 12

3 2（ ↓ ） ニューヨーク 1

4 4（→） パリ 15

5 5（→） シンガポール 4

6 6（→） ソウル 16

7 7（→） アムステルダム 13

8 11（ ↑ ） 上海 20

9 8（ ↓ ） ドバイ 10

10 9（ ↓ ） ベルリン 29

11 12（ ↑ ） コペンハーゲン 9

12 16（ ↑ ） 北京 6

13 13（→） メルボルン 22

14 10（ ↓ ） マドリード 32

15 17（ ↑ ） シドニー 17

18 35（ ↑ ） 大阪 33

40 42（ ↑ ） 福岡 38

○「世界の都市総合力ランキング(GPCI)2025」において、東京は初の2位となった。居住分野（１位）、文化・交流分野（2位）、環境分野（7
位）が評価されたが経済分野では賃金水準の高さ、優秀な人材確保の容易性といったビジネス環境が弱みとなり、経済分野の順位が低
下している（４位(2019年)→12位(2025年)）。

○日本全体が活力を保ち続けるためには、各都市がそれぞれの“特性”を活かしながら都市づくりを進める必要がある。「日本の都市特性
評価2026」をみると、 GPCI評価対象外都市であっても、相対的に高いスコアを有する都市圏が存在する。

○このため、全国の各地域が全国や海外と直接結ばれる視点に立ったシームレスな交通体系及びデジタル社会を支える情報通信体系の
構築を進め、全国の基幹的なネットワーク機能を確保することは、国際競争力強化につながる。

…
…

（出典）森記念財団「世界の都市総合力ランキング
(GPCI)2025」 「日本の都市特性評価2026」

7位_札幌市

8位_仙台市

9位_金沢市

10位_広島市

11位_松本市

13位_浜松市

14位_静岡市

18位_長野市

22位_岡山市

23位_熊本市

29位_鹿児島市

32位_宮崎市

35位_富山市

36位_新潟市 38位_盛岡市

39位_松山市

40位_松江市

4位_横浜市

12位_つくば市

17位_浦安市

20位_府中市

21位_三鷹市

25位_鎌倉市

28位_さいたま市

東京23区

関東大都市圏

2位_名古屋市

15位_豊田市

19位_岐阜市

27位_岡崎市

30位_豊橋市

33位_安城市

中京大都市圏
1位_大阪市

5位_京都市

6位_神戸市

16位_奈良市

24位_大津市

26位_吹田市

31位_西宮市

37位_高槻市

近畿大都市圏

3位_福岡市 34位_北九州市

北九州・福岡大都市圏

都市の強みや魅力といった都市特性を明らかにすることを目的とし、
日本の主要都市（136都市）を対象とした評価・分析を行い、６分野
（経済・研究開発・文化交流・生活・環境・交通）及び総合力をスコア化

「日本の都市特性評価2026」「世界の都市総合力ランキング2025」

(出典)総務省「大都市圏及び都市圏構成市町村一覧(令和２年10
月1日時点)」
国土交通省「新たな広域地方計画について」

※本地図は我が国の領土を網羅的に記したものではない。
※高規格道路ネットワーク図については令和８年4月７日時点の

情報。また、首都圏、中部圏、近畿圏、札幌、仙台、広島、北
九州、福岡都市圏については、一部の路線を図示していない。

【凡例】
高規格道路（供用中）

高規格道路（事業中）

高規格道路（調査中）

既設新幹線

整備計画路線（開業区間）

整備計画路線（建設中区間）

整備計画路線（未着工区間）

リニア中央新幹線（建設中区間）

リニア中央新幹線（未着工区間）

基本計画路線

ミニ新幹線

拠点空港

地方管理空港

その他の空港

国際戦略港湾

国際拠点港湾

重要港湾

6車線 4車線 2車線 
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ＰＦＩ事業の実施状況／事業主体別事業数

○ 平成25年のPFI事業件数の増加傾向をみると、市区町村における活用の増加が主な要因。また、 「文化社会教育※」「経済地域振興
※※」分野を中心に増加傾向。
○これまで空港、道路等の14分野を重点分野としてきたが、国民生活に身近で、かつ老朽化が進行する３つの分野（火葬場、 一般廃棄物
処理施設、国公立病院）を重点分野に追加し、17分野を重点分野とし、PPP/PFIの裾野の拡大を目指している。

○ＰＰＰ/ＰＦＩ推進アクションプラン （令和８年改定版）では、PPP/PFIは、比較的規模の大きな地方公共団体における導入が先行してきたが、
各地域における多様な案件の形成支援を通じ、普及拡大に取り組む必要があるため、公共施設等運営権（コンセッション方式）の裾野の
拡大に取り組むとともに、スモールコンセッションの取組強化等を行うとしている。

市区町村（人口 20万人未満） 287件
「文化社会教育」「経済地域振興」分野を中心に増加傾向。

市区町村（人口20万人以上） 143件
「文化社会教育」分野を中心に増加傾向。

国 59件
「行政」(宿舎、庁舎等)における活用が大半である。
直近は道路等のインフラが多い。

政令市 99件
平成25~26年頃、「文化社会教育」分野を中心に大
幅に増加したが、近年はやや件数が落ち着いている

（出典）内閣府第39回PFI推進委員会計画部会（令和８年３月） 参考
資料１をもとに国政局作成

○その他（国立大学法人等） 26件

都道府県 99件
「文化社会教育」、「経済地域振興」分野の比重が高
まっている。

※ 学校施設、スポーツ施設、文化施設等
※※住宅、公園、観光・地域振興施設等

注１：一事業が複数の事業分野にまたがる場
合、当該事業において主となる分野の1
分野にカウントしている。

注２：一事業を異なる発注者種別の団体が発
注している場合、それぞれの発注者種別
にカウントしている。同一発注者種別で
ある複数の団体が発注している場合に
は一事業としてカウントしている。

注３：一部事務組合の発注業務は、一部事務
組合を構成する地方公共団体の件数と
してカウントしている。
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民間の投資余力

○ 各地域ブロックごとに経常利益と設備投資額の水準を比較すると、東北ブロックにおいては、設備投資額

が経常利益を上回った状況が続いている。

○ 一方で、関東甲信越ブロック、北陸ブロック、東海ブロック、近畿ブロック、中国ブロック、四国ブロッ

クにおいては、設備投資額は経常利益を下回った状況が続いている。

（備考）
１．各財務局「法人企業統計調査」を基に、国土政策局にて作成
２．関東甲信越は、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、山梨県、長野県を示す。九州は福岡財務支局及び九州財務局の地域区分の合計。
その他地域は、各財務局の地域区分と同じ。

３．ソフトウェア含む設備投資額、各財務局管内に本店を有する資本金10億円以上の法人が対象。
４．調査結果は単純集計値であり、各調査期で対象法人数の変動がある。
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北海道地方の人口移動の状況（2015年→2020年）

〇 札幌市は、北海道内の市町村からの人口流入が多く、東京圏への人口流出が一定程度あるものの、
流入超過となっている。

〇他方で、道内の中核市である旭川市や函館市では、札幌市への人口流出が多く、流出超過となって
いる。

6,300人

北海道地方

24,307人

（備考）総務省「令和2年国勢調査」を基に、国土政策局にて作成。 矢印の人数は、起点から終点への純移動者数（転出者-転入者）を示す。国外からの転入は除く。
東京圏は、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県。

3,200人

5,206人

1,674人

1,143人

57人

644人

4,108人

政令指定都市
札幌市 ＋23,857人

中核市
（旭川市、函館市）

▲3,737

その他市町村 ▲24,542

北
海
道
外

（東
京
圏
除
く
）

北
海
道
外

（東
京
圏
除
く
）

東
京
圏

東
京
圏
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東北地方の人口移動の状況（2015年→2020年）

〇 仙台市は、 東北圏内の市町村からの人口流入が多く、 東京圏への人口流出は多いものの、流入超
過となっている。

〇 他方で、東北圏内の中核市は、東京圏や仙台市等への人口流出が多く、流出超過となっている。

（備考）総務省「令和2年国勢調査」を基に、国土政策局にて作成。 矢印の人数は、起点から終点への純移動者数（転出者-転入者）を示す。国外からの転入は除く。
東北地方は、青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県。東京圏は、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県。

東北地方

6,048人

13,029人

645人 9,084人

13,419人5,457人
v

13,102人

8,964人

＋23,857人

中核市
（青森市、八戸市、盛岡市、秋田市、
山形市、福島市、郡山市、いわき市）

政令指定都市
仙台市

15,702人

＋10,711人

その他市町村

東
北
圏
外

（東
京
圏
除
く
）

東
北
圏
外

（東
京
圏
除
く
）

東
京
圏

東
京
圏

▲11,895

▲50,797
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中国・四国地方の人口移動の状況（2015年→2020年）

〇広島市は、東京圏・中四国圏外への人口流出が一定程度あるものの、流入超過となっている。

〇 他方で、中四国圏内の中核市等は、近隣市町村からの人口流入は多いものの、東京圏・中四国圏外
への人口流出が多く、流出超過となっている。

（備考）総務省「令和2年国勢調査」を基に、国土政策局にて作成。 矢印の人数は、起点から終点への純移動者数（転出者-転入者）を示す。国外からの転入は除く。
中国・四国地方は、鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県、徳島県、香川県、愛媛県、高知県。東京圏は、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県。

中国・四国地方

4,625人

17,694人

4,037人

12,318人

4,244人

1,999人

10,821人

5,472人

v

中
四
国
圏
外

（東
京
圏
除
く
）

中
四
国
圏
外

（東
京
圏
除
く
）

東
京
圏

東
京
圏

4,480人

中核市等
（鳥取市、松江市、岡山市、倉敷市、呉市、福山市、下関
市、宇部市、山口市、徳島市、高松市、松山市、高知市）

▲10,070

その他市町村 ▲31,890

政令指定都市
広島市 ＋3,069
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九州地方の人口移動の状況（2015年→2020年）

〇 福岡市は、九州圏内外の市町村からの人口流入が多く、東京圏への人口流出が一定程度あるものの、
流入超過となっている。

〇 他方で、九州圏内の中核市等では、福岡市や東京圏等への人口流出が多く、流出超過となっている。

（備考）総務省「令和2年国勢調査」を基に、国土政策局にて作成。 矢印の人数は、起点から終点への純移動者数（転出者-転入者）を示す。国外からの転入は除く。
九州地方は、福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県。東京圏は、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県。

九州地方

16,416人

7,210人
9,240人

5,446人

14,592人

4,401人

5,888人

6,528人

379人

政令指定都市
福岡市 ＋24,068

中核市等
（北九州市、久留米市、佐賀市、長崎市、佐世保市、
熊本市、大分市、宮崎市、鹿児島市、那覇市）

▲28,296

その他市町村 ▲21,230

九
州
圏
外

（東
京
圏
除
く
）

九
州
圏
外

（東
京
圏
除
く
）

東
京
圏

東
京
圏
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